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１．カーボンニュートラル



出典：「日本の温室効果ガス排出量データ（1990～2019年度）確報値」（2021）
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内訳

運輸部門における二酸化炭素排出量（配分後）日本の各部門における二酸化炭素排出量

⚫自動車全体で
運輸部門の86.1％
（日本全体の16.0％）

⚫自動車（旅客輸送）は
運輸部門の49.3％
（日本全体の9.2％）

⚫自動車（貨物輸送）は
運輸部門の36.8％
（日本全体の6.8％）

バス
３９９万㌧ 《１．９％》
タクシー
２２３万㌧ 《１．１％》
二輪車
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航空
１，０４９万㌧ 《５．１％》
鉄道
７８７万㌧ 《３．８％》

○ 日本の二酸化炭素排出量（2019年度）のうち、運輸部門からの排出量は18.6％。
○ 自動車全体では、運輸部門のうち86.1％（日本全体の16.0％）を排出。

二酸化炭素排出量の現状 （2019年度確報値）
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■ 成長戦略会議（第５回）（R2.12.1）

○革新的イノベーションの推進に向け、複数年度にまたがる継続的支援
を行う新たな開発方式を導入した基金創設

○グリーン成長戦略の実行計画の早期策定

■ 新たな経済対策 （R2.12.8 閣議決定）

○カーボンニュートラルに向けた新技術開発に対する２兆円の基金創設

■ 国・地方脱炭素実現会議の設置

○目的
国と地方の協働・共創による地域における2050年脱炭素
社会の実現に向けて、「暮らし」「社会」分野を中心に、国民・
生活者目線でのロードマップ等について議論を行う。

○メンバー：
議長：官房長官、副議長：環境大臣
総務大臣、地方創生担当大臣、農水大臣、経産大臣、国交大臣、
長野県知事、岩手県軽米町長、神奈川県横浜市長、
新潟県津南町長、福井県大野市長、長崎県壱岐市長

○第１回日時：令和２年１２月２５日（金）

議題：地域脱炭素ロードマップの趣旨・目的について

○第２回日時：令和３年４月２０日（火）

議題：ヒアリング結果、地域脱炭素ロードマップ骨子素案について

○第３回日時：令和３年６月９日（水）

議題：地域脱炭素ロードマップのとりまとめ

２０５０年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現に向けた動き

■ 内閣総理大臣所信表明演説（令和２年10月26日）
2050年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわち2050年カーボンニュートラル、脱炭素社
会の実現を目指す。

■ 地球温暖化対策推進会議（令和２年10月30日）

○成長戦略の柱に経済と環境の好循環を掲げる
○革新的なイノベーションの実用化を見据えた研究開
発を加速度的に促進

○国と地方で検討を行う新たな場を創設

経済産業大臣に、成長戦略策定を指示

環境大臣に、新たな地域の創造や国民のライフスタイ
ルの転換など、カーボンニュートラルへの需要を創出
する経済社会の変革等に取り組むよう指示

■ 成長戦略会議 （議長：官房長官、副議長：経済再生担当大臣、経産大臣）

○第６回日時：令和２年１２月２５日（金）

議題：グリーン成長戦略の実行計画について

１４分野に関する目標、研究開発・実証、制度整備等を盛り込んだ実行
計画のとりまとめ

○第１２回日時：令和３年６月１８日（金）

グリーン成長戦略の深堀：①政策手段や各分野の目標実現の内容の
具体化、 ②脱炭素効果以外の国民生活のメリットの提示 ３



グリーン成長戦略における電動化目標

✓ 乗用車： 2035 年までに、乗用車新車販売で電動車100％を実現できるよう、包括的な措置を講じる。

✓ 商用車（8t超）： 貨物・旅客事業等の商用用途に適する電動車の開発・利用促進に向けた技術実証を進めつつ、2020 年代に5,000 台の先行導
入を目指すとともに、水素や合成燃料等の価格低減に向けた技術開発・普及の取組の進捗も踏まえ、2030 年までに、2040 年
の電動車の普及目標を設定する。

✓ 商用車（8t以下）： 2030 年までに、新車販売で電動車20～30％、2040 年までに、新車販売で、電動車と合成燃料等の脱炭素燃料の利用に適
した車両で合わせて100％を目指し、車両の導入やインフラ整備の促進等の包括的な措置を講じる。

グリーン成長戦略本文

2050年2030年

中
大
型

小
型

2040年2035年

実証プロジェクト（○万台規模）

電動化100%

2021年

乗
用
車

実証等を踏まえ
目標設定

2020年度
電動化比率40%

電動化目標●％
※脱炭素燃料対応車を含む

電動化目標
新車販売20～30％

電動化目標
新車販売100％

※脱炭素燃料対応車含む

電動化目標
新車販売100％

2030年目標設定に向
けて、実証を行っていく

先行導入5千台

総重量8t

カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル

いすゞ エルフ

三菱自動車
MINICAB-MiEV

日野 プロフィア

トヨタ プリウス
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次世代自動車の普及促進策について

税制優遇措置・補助制度

⚫自動車単体対策として、燃費・排出ガス性能の向上、次世代自動車の普及促進に取り組む。
⚫省エネ法に基づき燃費基準を策定し、自動車燃費の向上を図る。
⚫税制優遇措置・補助制度等や基準の国際調和により、次世代自動車の普及を促進する。

燃費・排出ガス基準の策定

■野心的な燃費・排出ガス基準の策定

≪燃費基準≫

○２００６年に世界で初めて重量車の燃費基準
を策定し、２０１９年３月に２０２５年度基準を
策定。

○２０１９年６月に２０１６年度と比較して３２．
４％の改善を求める新たな乗用車燃費基準
（２０３０年度基準）を決定。

≪排出ガス基準≫
○２０１６年に乗用車にWLTPを導入（２０１８年
１０月から段階的に適用開始）。

■税制優遇措置（エコカー減税等）

○電気自動車等次世代自動車への減免
○ガソリン自動車等への燃費及び排出ガス性
能に応じた減免

■次世代自動車の導入補助

○環境性能に優れた自動車を導入する場合
等に、一定額を補助。

トヨタ SORA

基準の国際調和（WP29）

■FCVとEVの基準に係る国際調和

○日本が主導となって基準策定を推進
○ これら国際基準を保安基準に採用

国際連合（UN）

欧州経済委員会（UNECE）

自動車基準調和世界フォーラム（WP29）

安全一般（GRSG）

衝突安全（GRSP）

自動運転（GRVA）

排出ガスとエネルギー（GRPE）

騒音とタイヤ（GRBP）

灯火器（GRE）5
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35
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２．今後の車両安全対策



７

交通事故の概況と政府目標

交通事故死者数等の推移と交通安全基本計画の目標値

死者数（人）

平成 年
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8,000

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 1 2 3 4 5 6 7

死傷者数

第8次計画 第9次計画 第10次計画 第11次計画

死者数
2,500人以下

死傷者数
50万人以下

第10次目標

24時間死者数

目標年：令和2年

死者数
2,000人以下

重傷者数
22,000人以下

第11次目標
目標年：令和7年

令和

重傷者数

2,839人

372,315人

27,774人

重傷者数（千人）
死傷者数（万人）
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車両の安全対策を取り巻く状況の変化

※１ 日本全国の老若男女 計3,120人を対象として調査
※２ 個々人のパーソナルな移動全体に占める各目的の割合を把握するため、運転を職業である業務（ヒト）、業務（モノ）は除いて集計
資料：2020/6月デロイトトーマツコンサルティング実施の「Post COVID-19の移動に関する意向調査」より作成

37.1%

25.7%

0.8%

1.4%

46.1%

44.5%

1.7%

3.3%

0.4%

2.5%

6.9%

5.2%

1.4%

4.4%

3.2%

6.9%

2.0%

3.6%

0.4%

2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2018年調査時

今回調査時

電車

電車

短距離バス

短距離バス マイカー

マイカー

11.4%減

自転車
3.7%増

自動二輪車3.0%増

トラック
1.7%減

タクシー・ハイヤー2.1%増

レンタル・カーシェア
1.6%増

徒歩
1.6%増

外出時の移動手段（全体）
（※2020年調査は一年後の利用を想定）

2018年
調査時点

2020年
調査時点

1.6%減0.6%増

本格的な人口減少社会の中、2030年に65歳
以上の高齢者の割合は３割に上る見通し

公共交通の維持確保が困難となる中、特に地
方部においては、代替移動手段の確保が重要

少子高齢化の加速 公共交通機関や移動サービスの変化

保有・移動ニーズの変化

新型コロナウイルス感染症の影響による移動ニーズの変化や、サポカーへの代替促進が進む

バスの輸送人員の減少

乗合バス（平成12年度を100とした輸送人員）

※「三大都市圏」とは、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県を指す
資料：「総務省統計局人口推計」「自動車輸送統計年報」より国土交通省作成
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輸送人員（三大都市圏） 輸送人員（三大都市圏以外）
輸送人員（全国） 人口（三大都市圏以外）

1.4%

15.4%

45.4%

77.8%
93.7%

0.0%
12.5%

35.9%

65.2%

83.8%

0%

20%

40%
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80%

100%

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

衝突被害軽減ブレーキ
ペダル踏み間違い急発進抑制装置

新車販売に占める「衝突被害軽減ブレーキ」と

「ペダル踏み間違い急発進抑制装置」の普及率

保有台数に占める「衝突被害軽減
ブレーキ」の搭載率：約24％

（2019年8月時点（国交省推計値））

少子高齢化の推移と将来推計
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20%
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30%

35%

40%

45%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

総人口(万人)
65歳以上人口割合
75歳以上人口割合
85歳以上人口割合

総人口
（万人） 人口割合

2030年
65歳以上人口割合
30.0%

2020年
65歳以上人口
割合 28.9%

資料：2015年までは総務省「国勢調査」、
2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 29年 10月推計）」の出生中位・死亡中位仮定の推計結果より自動車局作成

凡例：

電車
短距離バス
マイカー
レンタル/シェア
タクシーハイヤー

トラック/社用車
自動二輪車
自転車
徒歩
その他
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技術の開発・進化

電池技術等の向上により、電動車の普及が拡大 衝突安全技術や事故自動通報システムなども発展

電動化の加速 その他車両安全技術の向上等

自動運転関連技術の開発・進化

先進安全技術の高度化や、自動運転車（レベル３）の実用化等

夜間対応の衝突被害軽減ブレーキ
※トヨタHPより

レベル３自動運転車
※ホンダHPより

事故自動通報システム

ホンダ レジェンド

高速道路でのハンズオフ機能搭載車
※各社HPより

スバル レヴォーグ トヨタ レクサスLS

日産 スカイライン

保有台数（千台）

電気自動車（EV）の保有・販売台数
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販売台数（千台）

資料：次世代自動車振興センター資料より自動車局作成

自動通報

救急コールセンター

出動要請現場急行

AACNの場合、
衝突速度等から
重症度判定

事故

救急機関

• 発生時刻
• 現場位置
• 車両情報
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交通政策審議会自動車部会における検討

 政府は、5年ごとに「交通安全基本計画」を作成し、「人」、「道」、「車」の各側面から交通安全対策
を総合的に推進

 国土交通省自動車局では、「車」の安全対策について交通政策審議会自動車部会で審議し、
本年６月に報告書を取りまとめ

人

道 車

・ 交通ルールの策定、徹底
・ 交通安全教育
・ 運転免許制度 等

・生活道路等における人優先の
安全・安心な歩行空間の整備
・幹線道路における交通安全対策の推進
・自転車利用環境の総合的整備 等

交通安全対策のうち
「車」の安全対策を推進

交通政策審議会自動車部会
における審議事項

・今後の車両の安全対策のあり方

・車両の安全対策による交通事故
死者数、重傷者数の削減目標

・他の交通安全対策との連携
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今後の車両安全対策のあり方

新たな事故削減目標の設定

 目標年：令和12年（2030年）
 目標値：車両安全対策により、令和2年(2020年)比で、
年間の30日以内交通事故死者数を1,200人削減、重傷者数を11,000人削減

歩行者・自転車乗員 自動車乗員 社会的関心が高い事項 自動運転関連技術

⚫夜間対応の衝突被
害軽減ブレーキ

⚫自転車対応の衝突
被害軽減ブレーキ

⚫歩行者検知技術の
向上 等

⚫乗員保護対策の高
度化

⚫チャイルドシートの
適正利用

⚫高齢乗員の保護
等

⚫高齢運転者の事故の
防止

⚫健康起因事故の防止

⚫大型車の事故の防止
等

⚫安全運転支援技術の
性能向上と搭載拡大

⚫安全な自動運転車の
開発促進

⚫社会的受容性の向上
等

 以下の４つの項目を中心に車両安全対策を推進

対自転車衝突被害軽減ブレーキ チャイルドシート ドライバーモニタリング 高速道路での自動車線変更

【その他の車両安全対策】
電気自動車の安全対策の強化、事故自動通報装置の活用、多様なモビリティの安全対策の推進等



３．自動運転
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＜参考＞自動運転のレベル

レベル１

レベル２

レベル３

レベル４

レベル５

縦または横の一方向だけ運転支援

縦・横方向に運転支援

一定の条件下で、自動運転

（条件外では、ドライバーが安全確保）

一定の条件下で、自動運転
（条件外でも、車両が安全確保）

いつでも、どこでも、無人運転

運
転
者
が
周
辺
監
視

シ
ス
テ
ム
が
周
辺
監
視

実現できること
・ 自動ブレーキ
・ 自動で車間距離を維持 など

実現できること
・（運転者の監視の下）
自動で車線変更 など

実現できること
・ 画面の注視、
・ 携帯電話の使用 など

実現できること
・ 居眠り、飲酒
・ 無人運転 など

“フット・フリー”

“ハンズ・フリー”

“アイズ・フリー”

※ 一定の条件とは、「時速50キロ以下」、「晴天」、「高速道路上」など

“ドライバー・フリー”



１４

自動運転技術の開発・普及状況

自動運転技術搭載車の開発、実証実験、実用化がスピード感をもって進められている。

レベル１
一方向だけの
運転支援

レベル２
縦・横方向の
運転支援

レベル３
特定条件下で
自動運転

レベル４
特定条件下で
完全自動運転

レベル５
完全自動運転

高速道路でのレベル３
2021年３月に販売開始（世界初）

ホンダ レジェンド ※ホンダHPより

高速道路でのハンズオフ機能
2019年に、国内メーカーより販売開始

日産 スカイライン ※日産HPより

衝突被害軽減ブレーキ
2019年時点で９割を超える新車に搭載

※トヨタHPより

無人自動運転移動サービス事業化
2021年３月に福井県永平寺町でレベル３
の無人自動運転移動サービスを開始

1人の遠隔監視・操作者が
3台の無人自動運転車両を運行

遠隔監視・操作室 高速道路でのレベル４
2025年目途に実現（政府目標）

遠隔監視のみの
自動運転サービス
2022年目途に実現
（政府目標）

※条件外ではドライバーが安全確保

実証実験
自動運転移動サービスの実現に
向けて、全国各地で実証実験
（レベル２相当で走行）が進捗

相鉄バスHPより JR東日本HPより

BOLDLY HPより トヨタHPより

開発段階実用化段階

開
発
段
階

市
販
化
・普
及
段
階

移動サービス

オーナーカー



１５

自動運転に関する国土交通省の取組

高速道路において、
⚫ レベル３の実現

（2020年目処）
⚫ レベル４の実現

（2025年目処）

限定地域において
⚫ 無人自動運転移動サービスの実現

（2020年まで）
⚫ 遠隔監視のみのサービス開始

（2022年目途）

【隊列走行後続車無人システム】
高速道路で、
⚫ 技術的に実現（2020年度）

【自動運転トラック】
高速道路で、
⚫ レベル４（2025年度以降）

⚫ 国連における基準策定を主導
⚫ 高速道路（渋滞時）のレベル３
・2020.3 保安基準整備（世界初）
・2020.11 型式指定（世界初）
※2021.3 メーカーより発売（世界初）

⚫ 全国多数箇所で公道実証を実施
⚫ 無人自動運転移動サービス事業化

（2021年３月に福井県永平寺町におい
て、国内で初めてレベル３としてサービ
ス開始）

⚫ 2021年２月、高速道路における
後続車無人隊列走行技術を実現

⚫ より高度な自動運転機能の安
全基準を策定

⚫ 様々な形態の車両や運行方法による
安全な実証・実用化

⚫ レベル４自動運転トラックの実現
に向けた検討

政府
目標

実績

今後の
取組

自家用車 移動サービス 物流サービス

大量生産車 無人自動運転移動サービス トラック隊列走行

国土交通省では、自動運転に関する政府戦略である官民ＩＴＳ構想・ロードマップ等を踏まえ、自家用車、
移動サービス及び物流サービスそれぞれにおいて、自動運転の実用化に向けて取組を推進中

1人の遠隔監視・操作者が
3台の無人自動運転車両を運行

遠隔監視・操作室

ホンダレジェンド（2021.3発売） 福井県永平寺町（2021.3サービス開始） 新東名での隊列走行（2021.2）



自動運転に関する国際基準策定の取組

○ 自動運転の早期実現に向けて、各国において開発が進められているが、自動車は国際流通商品であること
から、国際的な基準調和が不可欠。

○ 日本は、国連自動車基準調和世界フォーラム（WP29）において、共同議長又は副議長等として自動運転に
関する国際基準に係る議論を主導。 昨年６月、自動車線維持、サイバーセキュリティー対策等の基準が成立。

○ 引き続き各国と協力し、さらに高度な自動運転に係る国際基準の策定に向けて検討。

自動運転に関する国際基準

これまでに策定された基準

昨年６月に策定された基準

国連自動車基準調和
世界フォーラム（WP29）

自動運転
【副議長】

安全一般 衝突安全
騒音
タイヤ

灯火器
排ガス
エネルギ

自動ブレーキ 【共同議長】

サイバーセキュリティ 【共同議長】

自動運転認証 【共同議長】

日本は、自動運転に関する基準を策定する部会、専門家会合等において、

共同議長・副議長等を務める。

国連自動車基準調和世界フォーラム（ WP29 ）

ＥＤＲ／データ記録装置 【共同議長】

機能要件 【テクニカルセクレタリ】

【レベル２】

・自動駐車（リモコン駐車）

・手を添えた自動ハンドル

（車線維持／車線変更）

リモコン駐車

車線維持 車線変更

* 本田技研工業（株） HP * LEXUS HP

* 日産自動車（株） HP * BMW HP

* LEXUS HP

【全レベル】 サイバーセキュリティ及びソフトウェアアップデート

【レベル３】 高速道路における自動運転 （60km/h以下での車線維持）

※ 議論には、日本、欧州、米国、中国等が参画

渋滞時に自動運転
（レベル３）開始

渋滞解消または出口
接近時に自動運転終了

同一車線におい
て前車に追従

１６



４．ＡＳＶ推進計画

１７



⚫ 「先進安全自動車（ASV：Advanced Safety Vehicle）」は、先進技術を利用してドライバーの安全運転
を支援するシステムを搭載した自動車

⚫ ASV技術の開発・実用化・普及を促進するため、産官学の連携による「ASV推進検討会」を設置し、
平成3年度から約30年にわたり、プロジェクトを推進

先進安全自動車（ＡＳＶ）推進計画

実用化されたASV技術の例 ASV推進検討会

１８



先進安全自動車（ASV）推進計画の歴史

1991～1995年度 1996～2000年度 2001～2005年度 2006～2010年度 2011～2015年度 2016～2020年度

第２期
実用化のための
条件整備

第１期
技術的可能性の
検討

第３期
普及促進と
新たな技術開発

第４期
事故削減への
貢献と挑戦

第５期
飛躍的高度化の
実現

第６期
自動運転の実現に
向けたASVの推進

（主な成果）
◆ ASV車両の試作と技術

的可能性の検証
◆ ASV技術の効果予測手

法の開発と効果の試算

（主な成果）
◆ 路車間通信型システム

の実証実験の実施
◆ ASV車両35台のデモ

走行と技術展示

（主な成果）
◆ 「ASVの基本理念」の

細則化と「運転支援の
考え方」の策定

◆ 情報交換型運転支援シ
ステムの公開実験

（主な成果）
◆ 大規模実証実験
◆ 「通信利用型システム

実用化基本設計書」の
とりまとめ

（主な成果）
◆ 「ドライバー異常時

対応システム基本設
計書」のとりまとめ

◆ 「通信利用歩行者事
故防止支援システム
基本設計書」のとり
まとめ

（主な検討項目）
◼自動運転を念頭においた先進安全技術のあり方の整理
◼開発・実用化の指針を定めることを念頭においた具体的な
技術の検討

◼実現されたＡＳＶ技術を含む自動運転技術の普及

「自動運転の実現に向けたＡＳＶの推進」

日野自動車（株）ホームページ

車両横滑り時
制動力・駆動力
制御装置（ESC）

本田技研工業（株）ホームページ 富士重工業（株）ホームページ日産自動車（株）ホームページ

定速走行・
車間距離制御
装置（ACC）

車線維持支援
制御装置
（LKAS）

衝突被害
軽減ブレーキ
（AEBS）

実用化された主なＡＳＶ技術

中央分離帯

ドライバーに異常発生。
運転が困難な状態に…

（路肩退避型）
ドライバー異常時対応
システム作動開始

路肩等に向かって
ゆっくり進み停止

減速を開始し、周囲の
安全を確認しながら
車線変更

第６期（2016～2020年度）

※2020年度が
最終年度であり、
今年度とりまとめ。

7/13更新済み

１９



第６期ASV推進計画の成果

第６期の活動成果
（１） 自動運転を念頭においた先進安全技術のあり方の整理

運転支援と自動運転の概念整理、ドライバー支援の原則について再検討し、

• 「ドライバー支援の原則」について、システムが運転（操縦）の主体となることを追加し、「安全
運転の原則」へ改定

• 「ドライバー受容性の確保」について、受容性の対象をドライバー含めた（自動運転車の）ユー
ザーへ拡張し、「ユーザー受容性の確保」へ改定

（２） 開発・実用化の指針を定めることを念頭においた具体的な技術の検討

（１）での検討を受けて、新たなASVの基本理念の下、システムがドライバーの運転の一部を行う技
術を対象に、開発・実用化に向けた具体的な技術の検討

• 路肩退避型等発展型ドライバー異常時対応システム

• ドライバーモニタリング（眠気・居眠り、脇見等）

• 隊列走行やラストマイル

• Intelligent Speed Assistance （ＩＳＡ）

（３） 実現されたASV技術を含む自動運転技術の普及

（２）で検討した新しいＡＳＶ技術及び既存のＡＳＶ技術の正しい理解の周知、普及等を実施

（４） その他、社会的要請等により、技術開発・実用化の指針を検討

• 大型車向けの側方衝突警報装置

• 統合制御型可変式速度抑制装置

基本設計書策定
（ガイドライン）

基本設計書策定
（ガイドライン） ２０



第７期ASV推進計画の検討テーマ

第７期ＡＳＶ推進計画

第７期ASV推進計画の基本テーマ

「自動運転の高度化に向けたASVの更なる推進」

① 誰もが使用する技術となったASVの正しい理解・利用の徹底と効果的な普及戦略

② ドライバーの操作に対してシステムの操作を優先させる安全技術のあり方の検討

③ 通信・地図を活用した安全技術の実用化と普及に向けた共通仕様の検討

④ 自動運転車が備えるべき安全の範囲・水準の探索のための考察

2021年度より５カ年の第7期ASV推進計画を実施

２１



５．大型車の車輪脱落

２２



大型車の車輪脱落事故防止対策

〇大型車の車輪脱落事故の令和２年度の発生件数は131件と、集計を取り始めた平成11年度
以降最多。

※１自動車事故報告規則に基づく報告及び自動車メーカーからの報告
※２車両総重量8トン以上の自動車又は乗車定員30人以上の自動車であって、車輪を取り付けるホイール・ボルトの折損又はホイール・ナットの脱落により車輪が自動車から脱落した事故
※３データは暫定値
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

車輪脱落事故発生月別

令和２年度の大型車の車輪脱落事故の発生状況
（下記の傾向は昨年と変わらない）

時期

✓ 冬期（１１月～２月）に約２／３発生

✓ 車輪脱着作業後１ヶ月以内に約６割発生

地域

✓ 東北地区で約１／３発生

タイヤ交換作業者

✓ 運送事業者及びタイヤ業者による交換で

約３／４発生

事故推定要因

✓ ボルト・ナット等の劣化・摩耗確認の不備や

増締未実施による事故が約半数発生
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年度別の大型車のホイール・ボルト折損等による

車輪脱落事故の発生件数（過去10年間）

年度

（件）

２３



大型車の車輪脱落事故防止対策

２４

大型車の車輪脱落事故防止キャンペーンの実施（令和３年10月1日～令和４年２月28日）

ホイール・ナットが緩んだ状態ホイール・ナットが緩みなしの状態

マーキング例 ホイール・ナットマーカーの装着例

街頭検査における、大型車の
ホイール・ナットの緩みの確認

運送事業者等に向けた
チラシを活用した啓発の例

ホイール・ナットへのマーキング等の活用の推進



６．大雪による立ち往生対策

２５



⚫ 令和２年12月以降の大雪により、関越道、北陸道等において多くの大型車両が立ち往生したことで、大量の
車両が路上に滞留する事案が発生。

⚫ これを受け、立ち往生の原因や防止策について技術的に分析・検討するため、「大雪時の車両の立ち往生
防止対策に係るタイヤの技術的分析・検討を行う勉強会」を令和３年１月に設置。

⚫ 勉強会を踏まえ、関係団体の協力を得てパンフレットによる周知活動を実施。

⚫ 同年３月にとりまとめた「対策の方向性」において、大型車の雪上性能に関する試験・データは十分ではない
ことが課題とされた。

○ 令和２（2020）年度

大雪による立ち往生に対する車両側の取り組み

○ 令和３（2021）年度以降

＜令和４（2022）年度＞

⚫ 大型車の特性を踏まえた立ち往生発生のメカニ
ズムを解明

⚫ 実験映像等を用いた自動車ユーザーに対する啓
発ビデオの作成

冬期に入る前に、関係団体の協力を得てパンフレット等による周知活動を実施。 ＜当面の間＞

２６

＜令和３（2021）年度＞

⚫ 大型車の雪上性能に関し、メーカーの保有する知
見の有無や内容について、ヒアリング

⚫ 実験の内容について、必要に応じ、メーカーから
ヒアリング



周知活動に使用したパンフレット

２７



周知活動に使用したパンフレット

２８



７．自動車の高度化に伴う安全確保の
あり方検討会

２９



自動車の高度化に伴う安全確保策のあり方検討会について

• 自動運転技術や電動車の普及等、自動車の変容・高度化に伴い、高電圧保護や各種センサーの作動
不良、サイバーセキュリティ等の新たな課題に対応すべく、電動車や自動運転技術搭載車（運転支
援技術搭載車両も含む）の不具合情報を収集することがより重要になっている。

• また、車両のセルフチェック機能（いわゆる「OBD（On-Board Diagnostics）機能」）の導入に
より、今後、使用過程車に記録された故障データの更なる活用が可能となる見込みである。

• こうした不具合情報や故障データ等を有効活用することにより、安全・安心を確保した上で、ユー
ザーの利便性を図る取り組みについて検討する。

• 自動車の高度化に伴いOBD機能を搭載した使用過程車に関する故障データの収集・分析を進
め、電動車や自動運転技術搭載車の安全確保策やデータの有効な利活用策についての検討を
行う。
✓自動車に搭載されるOBD機能の動向調査
✓高度化した自動車の故障・整備データ（実車データ）等の収集・分析
✓電動車や自動運転技術搭載車に対する安全確保策の検討
✓電動車や自動運転技術搭載車に関するデータの利活用策の検討

１．背景

２．検討事項

３．スケジュール（想定）

令和３年８月２６日 第1回検討会開催

令和３年度中 ４回程度開催し、方向性を取りまとめ
３０



R3.８月 ９月 １０月 １１月 １２月 R4.１月 ２月 ３月

検討会

開催時期 ★ ★ ★ ★

１．自動車に搭載されるセルフチェック機能の動向調査

実態調査

アンケート等

２．高度化した自動車の故障・整備データ（実車データ）等の収集・分析

データ収集

故障コードの分析

３．電動車や自動運転技術搭載車に対する安全確保策の検討

４．電動車や自動運転技術搭載車に関するデータの利活用策の検討

①利活用事例調査

②要望調査

③利活用可能なデータの整理等

④利活用案検討

本検討会の検討スケジュール（案）

利活用案
検討

追加ヒア

利活用案精査データ・分析結果
入手

実態調査

ヒアリング

海外事例調査 追加調査

追加調査

安全確保策
精査

安全確保
策検討

メーカー等へ
のアンケート

データ収集

メーカー等の
実態調査

分
析

分析

追
加
分
析

追
加
分
析

報
告
書
案
の
検
討

３１



ご清聴ありがとうございました。

※ JATAのホームページ上に研究発表会についての
アンケートを用意しておりますので、ご協力ください。


